
 

１ 主要な政策に係る政策評価の結果の政策への反映状況 

 

○評価書はこちら 

 

・ 政策１ 国家公務員の人事管理の推進 

・ 政策２ 適正な行政管理の実施 

・ 政策３ 行政評価等による行政制度・運営の改善  

・ 政策４ 地域主権型社会の確立に向けた地方行政体制整備等 

・ 政策５ 地域振興（地域力創造） 

・ 政策６ 地域主権型社会の確立に向けた地方財源の確保と地方財政の健全化  

・ 政策７ 地域主権型社会を担う地方税制度の構築   

・ 政策８ 選挙制度等の適切な運用 

・ 政策９ 電子政府・電子自治体の推進   

・ 政策 10 情報通信技術の研究開発・標準化の推進  

・ 政策 11 情報通信技術高度利活用の推進  

・ 政策 12 放送分野における利用環境の整備 

・ 政策 13 情報通信技術利用環境の整備   

・ 政策 14 電波利用料財源電波監視等の実施 

・ 政策 15 ＩＣＴ分野における国際戦略の推進   

・ 政策 16 郵政行政の推進   

・ 政策 17 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

・ 政策 18 恩給行政の推進 

・ 政策 19 公的統計の体系的な整備・提供 

・ 政策 20 消防防災体制の充実強化   

  

http://www.soumu.go.jp/menu_seisakuhyouka/60030_1.html


№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策
１ 

国家公務員の人事管理の
推進 

【改善・見直し】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
平成 25年度概算要求において、既存事業については、人事管理推進費

全体を検証し、事業の廃止や、執行実績を踏まえた単価等の見直しを厳
しく行うことで、既存予算の約３割（0.3 億円）を縮減する一方、下記
の施策について重点的に要求。具体的には、  
・ 平成 25年４月から障害者雇用率が引き上げ（民間：1.8％→2.0％、 
国及び地方：2.1％→2.3％）られることを踏まえ、これに公務部門が率
先して取り組む観点から、民間企業等における先進的取組の実態調査
や、地方機関での取組促進のための地方人事担当課長会議の新設等を行
うため「公務部門における障害者雇用の推進・拡大」事業を７百万円要
求。 

・ 平成 21年に導入され、本年１月から地方機関も含めた本格活用が行 
われている人事評価制度に基づく能力実績主義の人事管理を徹底する 
とともに、公務員制度改革後の「幹部候補育成課程」も見据えた人材育 
成の取組を進めるため、民間企業における幹部候補選抜・育成の在り方 
の調査や、各府省の幹部育成の実態調査等を行うため「幹部候補の人材 
育成」事業を５百万円要求。 

政
策
２ 

適正な行政管理の実施 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において「行政管理の実施に必要な経費」を  
2.9億円要求。 

政
策
３ 

行政評価等による行政制
度・運営の改善 

【改善・見直し】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において、行政評価局調査の更なる迅速かつ的 
確な実施、予算編成に資する政策評価の推進など政策評価推進機能の更 
なる改善、行政相談委員の活動活性化や各国オンブズマンとの連携充実 
など行政相談の推進等のために必要な経費として「行政評価等の実施に 
必要な経費」など約 8.9億円を要求。 

・ 平成 25年度機構・定員要求において、行政相談業務を円滑に行う体 
制を強化し行政苦情救済推進会議の業務に的確に対応するための体制 
整備等のため本省行政評価局に新規増 24名要求。［定員要求］ 

政
策
４ 

地域主権型社会の確立に
向けた地方行政体制整備
等 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において「地方行政制度整備費」を 35.5億円要 
求。 

政
策
５ 

地域振興（地域力創造） 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において「地域振興に必要な経費」を 12.0億円 
要求。 

政
策
６ 

地域主権型社会の確立に
向けた地方財源の確保と
地方財政の健全化 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成 25年度においては、地方の安定的な財政運営に必要となる地方

の一般財源総額について、実質的に平成 24年度の水準を下回らないよ
う確保するため、地方交付税について 17.2兆円を要求した。 

・ 地方債の発行に係る事前届出制については、平成 24 年度から導入し 
ており、地方団体に対する情報提供を実施した。  

・ 地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率等が一定水準の
地方団体及び公営企業について、財政健全化計画や経営健全化計画の
作成支援等を推進した。 

   
   



№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策
７ 

地域主権型社会を担う地
方税制度の構築 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成 25年度概算要求において「地方税制度整備費」を 0.37億円要 
求。 

・ 平成 25年度機構・定員要求において、社会保障と税の一体改革にお 
ける税制の抜本改革としての地方消費税の地方自治体による「納税相 
談を伴う収受」の取組みの推進や引上げ分の地方消費税収の使途の明 
確化、国民への周知・広報などを行うための体制整備、土地の負担調 
整措置をはじめとする土地税制の見直し及び新築住宅等に係る減額措 
置等の住宅税制のあり方の見直し等を行うための体制整備に伴う増員 
４名を要求。［定員要求］ 

政
策
８ 

選挙制度等の適切な運用 
【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成 25年度概算要求において「選挙制度整備費」を 504.9 億円要求。 

政
策
９ 

電子政府・電子自治体の推
進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成 25年度概算要求において「政府共通プラットフォーム運用経費」 
及び「政府認証基盤運用経費」など 83.8億円要求。  

・ 平成 25年度概算要求において「自治体クラウドの推進に向けた調査 
研究等に要する経費」を 0.2 億円要求。 

政
策
10 

情報通信技術の研究開
発・標準化の推進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成25年度概算要求において「ビッグデータ時代に対応するネットワ 
ーク基盤技術の確立等」、「戦略的情報通信研究開発推進制度」及び「戦 
略的国際連携型研究開発推進事業」など431.1億円要求。 

政
策 
11 

情報通信技術高度利活用
の推進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成25年度概算要求において「情報流通連携基盤構築事業」、「医療情 
報連携基盤高度活用事業」及び「教育分野における最先端ＩＣＴ利活用 
に関する調査研究」など97.0億円要求。 

政
策
12 

放送分野における利用環
境の整備 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成25年度概算要求において「放送政策に関する調査研究」及び「国 
際放送の実施」を34.6億円要求。 

政
策
13 

情報通信技術利用環境の
整備 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成25年度概算要求において「情報通信利用環境整備推進事業」「児 
童ポルノサイトのブロッキングに関する実証実験」及び「電気通信事業 
分野における消費者利益確保のための事務経費」など18.5億円要求。 

政
策
14 

電波利用料財源電波監視
等の実施 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成25年度概算要求において「電波監視に関する経費」、「総合無線 
局監理システム」及び「無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発 
等」など666.0億円要求。 

政
策
15 

ＩＣＴ分野における国際
戦略の推進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成25年度概算要求において「ＩＣＴ海外展開の推進」、「国際会議へ 
の対応」及び「ＩＴＵ分担金」など22.8億円要求。 



№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策
16 

郵政行政の推進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成25年度概算要求において「郵政行政における適正な監督」、「郵政 
行政に係る国際政策の推進に必要な情報収集」及び「国際機関への貢献」 
など3.6億円要求。 

政
策
17 

一般戦災死没者追悼等の
事業の推進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。  
・ 平成 25年度概算要求において「一般戦災死没者追悼等事業費」を 6.8 
億円要求。 

政
策
18 

恩給行政の推進 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において「受給者等に対するサービス向上のた 
めの恩給業務の業務・システム最適化後の恩給事務総合システムの運 
用に係る経費」を 1.3 億円要求。 

・ 平成 25年度機構・定員要求において、定員合理化計画及び他部門へ 
の振替により常勤職員 15名を削減するとともに、恩給等に関する事務 
処理を効率的に行うため、再任用短時間勤務職員（支給管理専門職）３ 
名を要求。［定員要求］ 

政
策
19 

公的統計の体系的な整
備・提供 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において、統計法に基づく施策の推進、地方に 
おける統計組織の確保等に必要な経費として「公的統計基本計画推進 
費」、「国の統計調査事務に従事する地方公共団体の職員に必要な経費」 
など 103 億円要求。 

 ・ 平成 25年度概算要求において、住宅・土地統計調査等の国勢の基本 
に関する統計調査を確実に実施するとともに、産業構造の変化等に対応 
した統計整備を推進するために必要な経費等として「住宅・土地統計調 
査経費」、「人口及び経済の経常統計調査経費」など 148 億円要求。  

・ 平成 25年度概算要求において、ＩＣＴの活用を促進し、調査客体及 
び統計ユーザーの利便向上を図るために必要な経費等として「政府統計 
共同利用システム運用等経費を７億円要求。  

・ 平成 25年度機構・定員要求において国民の統計に対する理解増進を 
図る等公的統計の体系的な整備・提供を推進するため、「国勢統計課環 
境整備企画官」などを要求し、また、「公的統計の整備に関する基本的 
な計画」の要請等に適切に対応するため、課長補佐・係長級９名を要求。 
［機構・定員要求］ 



№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策 
20 

消防防災体制の充実強化 

【引き続き推進】  
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 25年度概算要求において、消防団入団促進キャンペーン等の実 
施や消防団充実強化アドバイザーの派遣等により消防団の充実強化を  
図るとともに、自主防災組織や婦人防火クラブ等の充実強化など地域に
おける総合的な防災力の強化を図るため、1.9 億円を要求。 

・ 平成 25 年度概算要求において、東日本大震災を踏まえ、緊急消防援
助隊の「長期に及ぶ応援活動への対応」、「消防力の確実かつ迅速な被災
地への投入」のため、緊急消防援助隊の車両・資機材等の整備（無償使
用制度）を図るとともに、今後想定される大規模災害に対応する緊急消
防援助隊を維持・強化するための車両・資機材の整備（緊急消防援助隊
設備整備費補助金）や大規模災害時の緊急消防援助隊の救命・救助活動
を円滑にするための消防救急デジタル無線の整備（同補助金）として、
69.1億円を要求。 

・ 平成 25 年度概算要求において、身近な生活における安心・安全の確
保に向け、引き続き、住宅用火災警報器の設置の普及促進を図るため
20 百万円要求するとともに、昨今のホテル・旅館等における火災を踏
まえ、法令違反是正推進に向けたマニュアルの改訂など、安全・安心の
強化のため 37百万円を要求。  
・ 平成 25年度概算要求において、大規模災害やミサイル発射事案等を 
踏まえ、災害情報の伝達手段の多重化・多様化を推進し、災害時の情報
伝達体制の強化を図るため、J アラートの自動起動機等の整備として
23.0億円を要求。 

・ 平成 25年度概算要求において、ＩＣＴ技術を活用した消防と医療の 
連携・強化に係る調査研究を行うとともに、救急出動件数の増大への対 
応や応急手当の普及啓発など救急業務のあり方全般の研究・検討を行 
い、救急救命体制の整備・充実を図るため、1.2億円を要求。 

・ 平成 25年度機構・定員要求において、ホテル火災を踏まえた防火・ 
防災管理と違反是正の強化対策や災害時における住民への情報伝達手 
段の整備・促進をはじめ、自治体間の広域応援等の更なる防災対策の強 
化や原子力防災の枠組みに対応した地域防災体制の整備充実などを図 
るため、防災企画官の新設及び６名の担当職員の増員を要求。［機構・ 
定員要求］ 

 


